様式第１号（第４条関係）
年　　月　　日

（宛先）各務原市長

申請者　所　在　地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の役職　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　


各務原市物価高騰対応融資支援金
交付申請書兼請求書

　各務原市物価高騰対応融資支援金の交付を受けたいので、各務原市物価高騰対応融資支援金交付要綱第４条の規定により申請し、誓約同意事項のとおり誓約します。
　また、支援金の交付の決定があった場合は、下記のとおり支援金の交付を請求します。

記

１　補助事業名　　　物価高騰対応融資支援事業
２　交付申請（請求）額等　　
	融資の種類
※融資実行を受けたものに〇
	
	岐阜県中小企業資金融資制度
「経済変動対策資金（中東情勢影響枠）」

	
	
	日本政策金融公庫
「経営環境変化対応資金（セーフティネット貸付）」

	融資実行金額
※融資実行を受けていないものは０円を記入
	「経済変動対策資金（中東情勢影響枠）」　　　　　　　　　　　円
「経営環境変化対応資金（セーフティネット貸付）」　　　　　　円

	融資実行日
※令和８年４月１日以降で融資実行を受けた日を全て記入
	

	金融機関
	　　　　　　　　　　銀　　　　　行
　　　　　　　　　　信　用　金　庫　　　　　　　店
　　　　　　　　　　信　用　組　合　　　　　　　
　　　　　　　　　日本政策金融公庫

	交付申請（請求）額※1
	


※1：別紙「交付申請（請求額）について」を参照し、記入してください。
　　　　
３　支援金の振込先
	金融機関名
（該当する名称の□に
☑を記入）
	
	□銀行　　　　□金庫　　
□組合　　　　□農協　　

	支店名
（該当する名称の□に☑を記入）
	
	□本店　　□支店　　□出張所
□本所　　□支所
※ゆうちょ銀行の支店名は３桁の漢数字です。

	預金種類
（該当する種類の□に☑を記入）
口座番号
	□１．普通　　□２．当座
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
	

	口座名義人
	



４　誓約同意事項（内容をご確認の上、☑を入れてください。）
　□　私又は私が代表を務める団体等は、暴力団等（各務原市補助金交付規則第３条の３各号に掲げるものをいう。）ではありません。
　□　融資に係る費用について、国、他の地方公共団体等からこの支援金と同様の趣旨の補助、助成等を受けていません。
　□　各務原市税務担当課に市税の課税及び納付状況並びに口座情報について照会を行うことに同意します。
５　連絡先
	担当者
（書類作成者）
	所属・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	電子メール
	



６　その他参考事項
□　交付決定通知書、確定通知書等の補助金の交付に係る通知書への公印の省略について承諾します。（省略の目的：通知書到着期間短縮等の事務効率化）
※□にチェック（☑）を入れた場合のみ、公印を省略します。
公印の省略に承諾した方で次を希望する場合、チェック（☑）を入れてください。
□　補助金の交付に係る通知書を電子データで受け取ることを希望します。

　７　書類の確認
下記項目について提出前に確認を行い、右側のチェック欄に「〇」又は「✔」を記入してください。（該当しない欄には斜線又は「該当なし」を記入）
	必要書類について（提出書類を返却することはできませんのでご注意下さい。）
	チェック欄

	１
	交付申請書兼請求書（様式第１号）
	

	２
	【岐阜県中小企業資金融資制度　経済変動対策資金（中東情勢影響枠）の場合】
⇒金銭消費貸借契約書の写し
【日本政策金融公庫　経営環境変化対応資金（セーフティネット貸付）の場合】
⇒金銭消費貸借契約書又は借用証書の写し
	

	３
	融資が実行されたことが確認できる書類
（例：通帳の写しなど）
	

	４
	その他市長が必要と認める書類
	






（別紙）
　交付申請（請求）額について
	基本の計算式
	融資実行金額÷100万円×2万円＝支援金額（1万円未満切り上げ。）
（例）融資実行金額410万円の場合
　　　　　410万円÷100万円×2万円＝8万2,000円　　　支援金額9万円

	融資制度
	岐阜県中小企業資金融資制度
経済変動対策資金
（中東情勢影響枠）
	日本政策金融公庫　
経営環境変化対応資金
（セーフティネット貸付）

	支援金額等
	融資の実行日
	融資実行金額
	支援金額
	融資の実行日
	融資実行金額
	支援金額

	
	　　月　　日
	円
	円
	　　月　　日
	円
	円

	
	　　月　　日
	円
	円
	　　月　　日
	円
	円

	
	　　月　　日
	円
	円
	　　月　　日
	円
	円

	
	　　月　　日
	円
	円
	　　月　　日
	円
	円

	
	　　月　　日
	円
	円
	　　月　　日
	円
	円

	支援金額の
合計
	円（Ａ）
	円（Ｂ）

	前回までの
支援金額
	円（Ｃ）
	円（Ｄ）

	交付申請
（請求）額
（Ａ＋Ｂ）
	
円


※　令和８年４月１日以後に融資の実行を受けたもののみ記入してください。
※　経済変動対策資金（中東情勢影響枠）については、支援金額の合計と前回までの支援金額の合算額（Ａ＋Ｃ）の上限を２０万円とし、
経営環境変化対応資金（セーフティネット貸付）については、支援金額の合計と前回までの支援金額の合算額（Ｂ＋Ｄ）の上限を１０万円とします。
